
【事業の概要】
時々刻々と変化する周辺の電磁環境に基づき、無線機が自ら周波数や通信方式等を選定し、対妨害性に優れ周波数の有効活用が可能な
通信ネットワークを実現化する協調制御ロバストネットワーク技術を確立する。

現状・課題
我が国を守るためには情報収集及び指揮統制が必要であり、その手段として通信ネットワークが必須である。グレーゾーンの事態や有事にお
いて我が国への侵攻を企図する敵は、これらを阻害するため電波妨害を行う。従って対妨害性を有した通信ネットワークの確立が必要不可
欠である。現状では、周波数の有効活用がされていないため、現有の対妨害技術の効果は限定的である。従って、本事業において周波数
を有効活用し、対妨害性に優れた技術の確保を行う。

総合評価

無線機が自ら周波数や通信方式等を選定し、対妨害性に優れ周波数の有効活用が可能な通信ネットワークを実現するための研究
に取り組むことは妥当である。
また、先行研究の成果を十分活用し、既存ソフトウェア無線機にインストールすることを可能とすることで、研究開発の効率化による早
期装備化が期待できることから、本事業に着手することは妥当であると判断する。
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インプット
（資源）

アクティビティ
（事業内容） 研究目標等（初期）

アウトプット
（技術の確立）

アウトカム（成果目標）
インパクト

（我が国の防衛への効果）
技術の適用計画・運用構想

（中長期）研究試作

早期装備化
処理スペックに応じ、ハー
ドウェアの大幅な改修を
行うことなく、本研究アル
ゴリズム適用により、早期
装備化が可能。

協調制御ロバストネッ
トワーク技術の確立

時々刻々と変化する周辺
の電磁環境に基づき、無
線機が自ら周波数や通
信方式等を選定し、対妨
害性に優れ周波数の有
効活用が可能な通信ネッ
トワークを実現

所内試験

ソフトウェア適用による早
期装備化

その他

効率的な研究
・先行研究の成果を活用。
・陸海空各自衛隊におい
て共通的に必要となる技
術について研究を行うこと
により、共通化。

技術的課題の解明

電磁環境情報推定技術
抗たん性動的通信
制御技術

技術の適用計画

本研究の技術は陸海空
自衛隊分け隔てなく適用
可能であり、将来的に自
衛隊において使用される
ソフトウェア無線機全般に
適用可能なものである。

将来の運用構想
・電子戦環境下における
通信路の確立が可能とな
り、指揮系統の確保が可
能となる。
・無線機の自律化により、
無人化への寄与が可能。
・周波数の有効活用によ
り大容量通信が可能とな
り、必要な情報の共有が
可能となる。

【政策目標（大綱との関係）】
・技術基盤の強化
重要技術に対して選択と集中によ
る重点的な投資
【施策目標（中期防との関係）】
・技術基盤の強化
重要技術に対して重点的な投資
を行うことで、戦略的に重要な装
備・技術分野において技術的優越
を確保

総事業費
（予定）

約６７億円※
（４か年計画）
※所内試験のため
の試験研究費は
別途計上

主な関連（既着手）
事業

【次世代データリンク高
速・高信頼化技術の

研究】
２０億円

（H２８～R２）

【電磁波管理支援技
術の研究】
９億円

(R２年～R６年度)

自律通信ソフトウェア
等

野外での試験で、通信
妨害等の状況を模擬し
て機能性能の確認を行
う。

ロジックモデル（協調制御ロバストネットワーク技術の研究）


